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NEDO 事業に参加した中小・ベンチャー企業の開発成果に関する評価 

 

 
○植山正基1、功刀基、一色俊之、上坂真 

（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構） 

 

                                                  
1 ueyamamsk@nedo.go.jp 

1  はじめに 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構(以下、「NEDO」と記す)では、平成 16 年度

から NEDO の研究開発事業終了後の状況を把握す

る追跡調査（以下、「NEDO 追跡調査」と記す）を

実施しており、研究開発成果が及ぼした経済的・社

会的効果等のフォロー及び NEDO の技術開発マネ

ジメントの改善に反映させることを目的とした取組

を行っている。 
また、平成21年度より、NEDO事業の開発成果

がコア技術として活用された製品・プロセス等を

「NEDOインサイド製品」と定義して、当該製品の

上市以降の累積売上高、将来の売上予測、社会的便

益、波及効果及び投資対効果等の試算を行ってきて

いる(1)。しかしながら、NEDOインサイド製品に関

連する企業のうち、大多数は大企業であり、中小・

ベンチャー企業に対する投資対効果については、体

系的な分析が行われてこなかった。 
 本調査では、NEDO追跡調査で把握している事業

のうち、中小・ベンチャー企業が参加した837件に

ついて、事業終了後の実用化状況の調査、投資対効

果の観点からの整理及び実用化に至った要因の分析

を試みたので報告する。 
 

2  実用化状況・イグジット状況 

2.1 中小・ベンチャー企業の定義 

本調査では、中小・ベンチャー企業を次のように

定義した。中小企業については、中小企業基本法の

製造業における表1の定義（資本金基準又は従業員

基準のいずれかを満たすもの）を用いた。 

ベンチャー企業については、上記基準を満たす中

小企業のうち、設立から NEDO 事業参加までの期

間が10年未満の企業と定義した。 

なお、「みなし大企業」（注1）や大企業のグループ会

社あるいは関係会社は、調査対象から除外した。 

 

表1 中小企業の資本金・従業員基準 

資本金基準 

(資本の額又は 

出資の総額) 

従業員基準 

(常時使用する 

従業員の数) 

3億円以下 300人以下 

 

2.2調査方法 

NEDO 追跡調査では、NEDO 事業終了後の企業

での研究開発の進展状況をアンケート形式で調査し

ている。具体的には、事業終了 1 年後、3 年後、5
年後の進展状況を調査し、表2で定義した研究開発

段階で整理し、データベース化している。 

 

表2 NEDO追跡調査における研究開発段階の定義 

段階名 活動の内容 

研究段階 基礎的・要素的な基礎探索段階 

開発段階 
開発用サンプルの作製。実用化に向け

た課題を把握。応用開発段階 

製品化段階 
顧客評価（認定用）サンプルの作製。

量産化技術の確立。工業化開発段階 

上市段階 
カタログ掲載など市場での取引を開

始。工場での生産を開始 

中止 
社内での研究開発活動は停止され、そ

れ以上の開発は行われない 

中断 

社内での研究開発活動は一時的に停

止しているが、将来再開する可能性が

ある 

 

本調査では、この NEDO 追跡調査データベース

の中から 2.1 で定義した中小企業・ベンチャー企業
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を抽出し、実用化達成率（製品化段階及び上市段階

に達した割合）を把握した。また、抽出した中小企

業・ベンチャー企業について、インターネットの

web情報から IPO及び倒産・解散・清算等の情報を、

さらにM&A については、株式会社レコフのM&A
データベースより情報を入手した。 

 

2.3調査結果 

表3に中小企業、ベンチャー企業それぞれの実用

化達成率を示す。NEDO追跡調査全体での実用化達

成率は、約25％であるが(2)、その中で中小・ベンチ

ャー企業については、33％の実用化達成率を示した。

海外の研究開発型中小企業に対する類似の支援プロ

グラムの調査事例においても、同様の結果を示して

いる(3-4)。 

 

表3 中小・ベンチャー企業の実用化状況 

段階名 全体 
実用化 

達成件数 

実用化 

達成率 

中小企業 
445 

（351） 

150 

（132） 

33.7% 

ベンチャー 

企業 

392 

（293） 

129 

（114） 

32.9% 

合計 
837 

（644） 

279 

（246） 

33.3% 

注）数字は、上段が件数、下段の括弧内は社数 

 

表4に中小企業、ベンチャー企業別のイグジット

状況を示す。M&Aによる売却の方が IPOより多い

が、中小企業ではM&Aの方向へ、ベンチャー企業

では IPOの方向へと、イグジットの方向が異なる傾

向が見られた。また倒産・解散・清算等により廃業

に至る数はベンチャー企業の方が多く、経営の難し

さを示すものであった。 

 

表4 中小・ベンチャー企業のイグジット状況 

段階名 IPO M&A 倒産等 

中小企業 １ 7 4 

ベンチャー企業 3 4 13 

合計 4 11 17 

注）数字は社数 

 
 
 

3  NEDO事業の効果とその要因分析  

3.1調査方法 

2.3 で実用化段階に達した中小・ベンチャー企業

246 社に対して、現時点における実用化状況及び上

市以降の累積売上高、更には参加企業自身にもたら

した効果等に関する 25 の設問のアンケート調査を

行った。宛先不明等によりアンケートを送付できな

かった 17 社を除く 229 社にアンケートを送付し、

172 社から回答を得ることができた。また、アンケ

ート調査結果に基づき、顕著な成果をあげていた 9
社に対するインタビュー調査を実施し、アンケート

調査結果の補完を行った。 

 

3.2調査結果 

現時点における実用化状況を図1に示す。68％の

企業が現時点においても製品化段階あるいは上市段

階で実用化を継続しているが、一旦実用化したにも

かかわらず、中止あるいは中断してしまった企業が

17％、開発段階へ戻った企業が15％あった。 

全体 n=172

中小企業 n=105

ベンチャー企業 n=67

① 開発段階 ④ 中止

② 製品化段階 ⑤ 中断

③ 上市段階

①

15 

14 

16 

②

27 

27 

28 

③

41 

43 

37 

④

5 

4 

7 

⑤

12 

12 

10 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

図1 現時点における実用化状況 

 

 中小・ベンチャー企業が参加した NEDO 事業に

対する投入資金の総額は804億円であるが、このう

ち売上を計上している企業への投入資金は137億円

であり、累積売上高は 154 億円であった。横軸に

NEDO 投入資金を取った累積売上高の分布を図 2
に示す。顕著な売上実績をあげているのは上位の数

社であり、売上高という直接的な効果だけで見ると、

経済効果は小さいと言わざるを得ない。一方、この

直接的経済効果については、海外の研究開発型中小

企業に対する類似の支援プログラムの調査結果にお

いても、1 社当たりの累積売上高は約 2 百万ドル／

社と報告されており、NEDO 事業の 1 社平均 2 億

円／社は同程度の結果となっている(3)。 

次に、参加企業にもたらした効果に関するアンケ

ート項目のうち、NEDO事業による効果が確認され
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た2つの項目について報告する。 

 

図2 累積売上高分布 

 

1 つ目の調査結果として、「もし、NEDO 研究開

発支援事業に参加していなかった場合、社内におい

て、当該研究開発はどのような状況になっていたと

思われますか。」という設問に対する回答結果を図3
に示す。全体では、着手されなかったが29％、人員

や設備投資が縮小されていたが 54％あり、NEDO
の研究開発事業に参加していなかった場合、当該成

果が実現しなかった可能性が大きいことが示唆され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 NEDO事業に参加していなかった場合の状況 

 

2 つ目の調査結果として、実用化前後での年間の

研究開発費の変化を図4に示す。ベンチャー企業で

は、約1億円/社から1.5 億円/社へと顕著に実用化

後に研究開発費が伸びており、NEDO事業参加によ

る実用化が、社内の研究開発投資に対するレバレッ

ジとして働いていることが推察される。 

次に、アンケート調査結果に基づき、NEDO事業

の開発成果が、累積売上高の形で当該企業の成長に

大きな影響を与えた事例として9件を抽出し、イン

タビュー調査を実施した。本インタビュー調査によ

り、主に下記の 5 つの観点で NEDO 事業による効

果が確認された。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図4 研究開発費の変化 

 

〔リスク資金としての役割〕 

・ベンチャー企業の立ち上げ当初において、NEDO
資金は特に効果的。 

〔加速化の効果〕 

・NEDO投入資金の活用により、製品の評価設備導

入、プロトタイプ作成のための材料調達が可能とな

ることで研究開発が加速。 

・研究開発が加速し、製品の市場投入が早く進むこ

とで売上拡大、雇用創出に貢献。 

・ベンチャー企業では、雇用創出への貢献がみられ

る。一方、中小企業では、社内人材を融通すること

で新事業に対応できるので、雇用創出への貢献がみ

られない場合もある。 

〔シグナル効果〕 

・NEDO事業の採択を受けていることが、新規顧客

獲得の際のシグナル効果となっている。 

〔呼び水効果〕 

・NEDOの支援が企業の有する技術にお墨付きを与

え、ベンチャーキャピタルや事業会社からの投資を

促進させる働きをしている。 

〔助言効果〕 

・NEDO の外部有識者からなる評価委員や NEDO
職員からのアドバイスをきっかけとして、ブレーク

スルーした企業もみられる。 

 

3.3実用化に至った要因の分析 

 実用化に至った要因に関するアンケート項目のう

ち、顕著な実績が得られた事例とそうでない事例と

の比較において差が確認された項目について報告す

る。 

「NEDO 研究開発支援事業期間中の取組のうち、

当該製品が上市・製品化にまで至った要因として、

全体 n=117

中小企業 n=73

ベンチャー企業 n=44

① 着手されなかった ④ ＮＥＤＯ以外の研究開発資金で実施されていた

② 人員や設備投資が縮小されていた ⑤ その他

③ 予定通りに実施されていた

①

29 

29 

30 

②

54 

55 

52 

③

3 

3 

2 

④

13 

12 

14 

⑤

2 

1 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

85 

69 

89 

97 

101 

153 

0 50 100 150 200

中小企業

（n=73）

ベンチャー企業

（n=44）

NEDO研究開発支援事業開始前 実用化前 実用化後

（百万円）
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特に重要だったと思われる項目を3つ以内で選択し

てください。」という設問に対して、顕著な売上をあ

げた上位 29 社の回答とそれ以外の 123 社の回答を

比較したものを図5に示す。上位29社の回答では、

「市場・顧客調査の実施」と「ユーザー企業との連

携」が多く、逆に下位 123 社の回答では、「パイロ

ットスケールの実証」や「試験・試作回数の増加」

が多いという差異が見られた。これにより、研究開

発段階の早期から顧客との結びつきができることが

実用化に至る要因の一つであるという示唆が得られ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 顕著な売上実績をあげた企業の特徴 

 

4 まとめと今後の課題 

4.1 経済効果の試算・検討 

 NEDO事業に参加し実用化段階に達した中小・ベ

ンチャー企業 172 社について、NEDO 投入資金に

対する対象製品の累積売上高を算出したが、直接的

な費用対効果はほぼ1倍であった。大企業の成果が

主体となっている「NEDO インサイド製品」で

確認された効果とは異なる特徴となることが分

かった。今後は、対象製品のサプライチェーン全体

を視野に入れた経済効果や地域社会への貢献といっ

たスピルオーバーによる間接効果を検証する予定で

ある。 

 

4.2 参加企業自身にもたらした効果 

 本調査では、インタビュー調査を中心として参加

企業自身にもたらした効果を考察したが、今後は

NEDO支援を受けていない企業との比較分析（DID
分析：difference in differences）によるNEDO支

援の効果の検証を行う予定である。 

4.3 実用化に至った要因の分析 

 早期に市場や顧客のニーズ調査を実施し、ユーザ

ー企業とのマッチングが重要との示唆を得ることが

できた。今後は成功を定義し、インタビュー調査を

中心にした分析により、成功要因の導出に繋げてい

きたい。 

 

【注】 

(1) 以下のいずれかの条件を満たす企業 

・発行済株式の総数又は出資総額の2分の1以上が

同一の大企業の所属に有している 

・発行済株式の総数又は出資総額の3分の2以上が

複数の大企業の所属に有している 
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